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研究要旨：本研究の目的は、脳・心血管疾患危険因子保有者に対する情報通信技術（以下、ICTとす
る）を活用した保健指導プログラムを作成・検証するとともに、その実践のための手引きを作成するこ
とである。3か年計画の2年目にあたる本年度は、昨年度の文献検討等に基づくICT活用保健指導プロ
グラム（Ａ初回面接テレビ電話活用、Ｂウェアラブル機器・スマホ活用によりセルフモニタリング強
化、Ｃウェアラブル機器・スマホ・ウェブサイト活用により自己管理行動の継続支援強化）について、
特定保健指導の積極的支援対象に対するプログラムによる効果の差等を検証した。研究参加者は新型
コロナウイルス感染症等の影響により、Ａが15人、Ｂが12人、対照群が3人、Ｃが15人（1人脱落）
にとどまった。また、ICTを活用した保健指導を実践するにあたっての手引き案について、ICT活用保
健指導を実施する保健師等への半構造的インタビューから、その項目・内容を検証した。さらに、昨年
度の調査や課題整理に基づき、「食生活改善指導担当者テキスト」（平成20年3月）の改訂及び運動指
導担当者研修テキストの作成をし、保健師、管理栄養士等、利用側である第三者から意見を聴取し、そ
れを踏まえて修正した。 
ICTを活用した3プログラムの中で、他のプログラムと比較して、体重や腹囲の改善というアウトカ

ムに優位な効果をもたらすプログラムは認められなかった。プログラム評価の結果から、スマホアプリ
と連動したスマートウオッチのようなウェアラブル機器を配付するプログラムは、保健指導への好奇
心を刺激し、セルフモニタリングが強化され、やりがいや自信を与え、自己管理行動が継続されること
が示唆された。今後、研究参加者を増やし、さらに検証していくとともに、対面保健指導との比較を行
っていく。 
 手引き（案）について、インタビュー調査の結果に基づき、9の内容を追記していく。また、今年
度は2施設のみを対象としたインタビューであったため、さらに施設等の協力を得て改善していく。 
「食生活改善指導担当者テキスト」の改訂原稿及び10章から構成される運動指導担当者研修テキス

ト案については、利用側である保健師、管理栄養士等、歯科衛生士等から意見を聴取し、それを踏まえ
て修正した。今後、多職種で利用するこの種のテキスト等の作成や改定に際しては、未定稿の段階で職
種横断的な第三者による確認やチェックを受け、そのうえで最終的な調整を施し確定稿とすることが
望ましいと考えられる。運動指導担当者研修テキストについては、聴取した意見を踏まえて、優先順位
の高い内容に絞り、健康日本21（第二次）で推奨されている内容や、ICTを活用した運動指導に関する
内容を含めるようにした。特定保健指導に従事する者が知っておくべき内容はある程度、網羅し、さら
に詳しい内容については、健康運動指導士養成講習会テキスト等、その他の情報源を参照するのがよい
と考える。 
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Ａ．研究目的 
特定保健指導の実施率は、平成28年度が

18.8％、平成29年度が19.5％と少しずつ伸びて
いるが目標の45％以上に達していない 1)。この
ような状況の中、情報通信技術（以下、ICTとす
る）の進展により、ICTを活用した保健指導が行
われつつある。特定保健指導においては、平成
25年の厚生労働省通知によりICTを活用した初
回面接が可能となっている 2)。実施保険者からは
遠方の利用者への利便性や保健指導の効率性の向
上等の評価を得ているが、国へ報告された遠隔面
接の終了者数は少なく、効果検証に足る実績はあ
がっていない 3)。一方、基本的な考え方や留意点
等をまとめた「標準的な健診・保健指導プログラ
ム（以下、標準プログラムとする）【平成30年度
版】」4)では、ICTを活用した情報提供の推進やフ
ォローの可能性が示され、ICT活用の更なる推進
が期待されている。そのためには有効性や安全性
が担保された保健指導の普及が求められ、ICT活
用による実施方法等の整理・検討が必要である。 
 昨年度のICTを活用した保健指導プログラムに
関する文献検討の結果 5)6)から、保健指導にICT
を活用する目的には、大きく分けて、利便性の向
上や経費削減と、行動変容を含む自己管理行動の
継続支援があった。また、ICTを活用した介入プ
ログラムの多くは、脳・心血管疾患危険因子の改
善及び/または脳・心血管疾患に関わる生活習慣
改善の知識・意欲･行動等に肯定的な変化をもた
らすことが明らかにされていた。しかし、介入プ
ログラムの約7割が糖尿病や高血圧等の患者を対
象としており、特定保健指導の枠組みで実施され
た保健指導プログラムはなかった。 
本研究の目的は、血圧高値、脂質異常、血糖高

値等の脳・心血管疾患危険因子保有者に対する
ICTを活用した保健指導プログラムを作成・検証
するとともに、その実践のための手引きを作成す
ることである。 
3か年計画の1年目にあたる平成30年度は、

文献検討等に基づき、ICTを活用した保健指導プ
ログラム案を作成すると共に、実施の際の基本的
な考え方や保健指導実施者及び情報通信機器等の
要件等を整理した。また、食生活改善指導及び運
動指導の従事者に対する現存の研修教材 7)8)の課
題を整理すると共に、研修教材に対する食生活改
善指導従事者のニーズを明らかにした。 
2年目の令和元年度は、ICTを活用した保健指

導プログラム案が対面で行う保健指導と同等以上
の効果が得られるかを検証する。また、食生活改
善指導及び運動指導の従事者への研修教材を作
成・検証する。 

3年目の令和2年度は、前年度に引き続きICT
を活用した保健指導プログラム案を検証する。そ
して、検証結果を踏まえ、保健指導プログラム案
の修正及びICT活用による保健指導も視野に入れ
た研修教材の修正をするとともに、ICTを活用し
た保健指導を実践するにあたっての手引きを作成
する。 
 
Ｂ．研究方法 
１．全体計画 
3 か年計画により、脳・心血管疾患危険因子保

有者に対するICTを活用した保健指導プログラム
及び食生活改善指導及び運動指導の従事者に対す
る研修教材を作成し、検証する。また、ICTを活用
した保健指導を実施する際の基本的な考え方や保
健指導実施者及び ICT 等の要件等を整理し、ICT
保健指導を実践するにあたっての手引きを作成す
る。 
２．本年度の研究の構成 
 本年度の研究は、以下の4つの分担研究により
構成される。 
分担研究1：循環器疾患・糖尿病等生活習慣病を
予防するための情報通信技術を活用した保
健指導プログラム案の検証 

分担研究2： ICTを活用した保健指導を実践する
にあたっての手引きに必要な項目・内容の検証 

分担研究3： 特定保健指導従事者を対象とした調
査結果を加味した「食生活改善指導担当者テキ
スト」の改訂 

分担研究4： 運動指導従事者への研修教材の作成 
 
３．本年度の計画 
１）ICT を活用した生活習慣病予防のための保健
指導プログラム案の検証 
特定保健指導の積極的支援対象に対するICTを

活用した3つの保健指導プログラムについて、プ
ログラムによる効果に差があるか、また、プログ
ラムを横断的に見て、ICT ツールの利用や活用頻
度によって効果に差があるか、プロセス評価も踏
まえて、検証する。 
２）ICT を活用した保健指導を実践するにあたっ
ての手引きに必要な項目・内容の検証 
ICTを活用した保健指導を実施する保健師、看

護師、管理栄養士に、著者らが作成した ICTを活
用した保健指導を実践するにあたっての手引き
（案）を保健指導実施前に確認してもらう。ICT
を活用した保健指導開始の約3か月後に半構造的
インタビューを行う。インタビュー内容は、遠隔
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面接の準備段階、実施中に大変であったこと、ICT
活用による実施者側、対象者側各々のメリットと
感じること、手引き（案）に追加すべき内容等と
する。 
３）特定保健指導従事者を対象とした調査結果を
加味した「食生活改善指導担当者テキスト」の
改訂 
医師、保健師、管理栄養士以外が特定保健指導

を担当するための研修教材として、平成20年3月
に厚生労働省が公表した「食生活改善指導担当者
テキスト」7)について、昨年度に実施した全国健康
保険協会に所属するすべての保健師、管理栄養士
を対象とした自記式質問紙調査で得られた改訂等
に関わる意見を整理して担当著者等へ開示し、こ
れらを考慮した改定・加筆を依頼する。また、改
定に当たり研究分担者・研究協力者と執筆担当著
者間で意見交換の場を持ち合意を形成する。 
４）運動指導従事者への研修教材の作成 
昨年度に文献等も参考にして整理した「運動指

導担当者研修テキスト（追補版）」8)の課題を踏ま
え、特定保健指導に従事する看護師、栄養士、そ
の他の職種（保健師、管理栄養士を除く）に対す
る研修に役立つ教材（運動指導編）として、運動
指導担当者研修テキスト（案）を作成する。 
テキスト案の作成後、このテキストの利用対象

である栄養士、歯科衛生士等を対象にテキストに
関する意見を聴取するとともに、関連する他の研
究班からも意見聴取する。これらの意見を踏まえ、
最終版を作成する。した。 
（倫理面への配慮） 
分担研究1及び2については、自治医科大学医

学系倫理審査委員会の承認を得て実施した（臨大
19-067）。 
 
Ｃ．研究結果 
１．分担研究１ 
特定保健指導の積極的支援対象に対するICT活

用保健指導プログラム（Ａ初回面接テレビ電話活
用、Ｂウェアラブル機器・スマホ活用によりセル
フモニタリング強化、Ｃウェアラブル機器・スマ
ホ・ウェブサイト活用により自己管理行動の継続
支援強化）について、プログラムによる効果の差
等を検証した。研究参加者は新型コロナウイルス
感染症等の影響により、Ａが15人、Ｂが12人、
対照群が3人、Ｃが15人（1人脱落）にとどまっ
た。 
 3～6 か月の特定保健指導後の体重及び腹囲が
有意に減少していたのはＡのみであった。プロセ

ス評価指標である保健指導の有用感についてプロ
グラム間の有意差はなかったが、『保健行動の実施』
等の4項目について、Ａは他よりも低かった。ARCS
モデルによる保健指導プログラムの評価について
は、【関連性】及び【満足感】の一部の項目につい
てＢの評価が有意に高かった。 
 初回面接におけるテレビ電話の「利用あり群」
は、プログラム評価の【満足感】が「利用なし」
群よりも低かった。ウェアラブル機器の「配付あ
り」群は保健指導の有用感の2項目、プログラム
評価の【関連性】について、「配付なし」群より有
意に高かった。 
 保健指導の有用感について、スマホアプリ及び
スマートウオッチの活用頻度「週2回以上」群は、
『生活習慣や保健行動の振り返り』が、加えてス
マートウオッチでは、『自己の健康状態や保健行動
の観察・記録』、『モチベーションの維持』が有意
に高かった。プログラム評価は、スマホアプリ及
びスマートウオッチの同群は【関連性】が、スマ
ートウオッチ及びスマート体組成計の同群は【注
意】が、加えて、スマートウオッチの同群は【自
信】の評価が有意に高かった。 
 
２．分担研究２ 

2施設における半構造的インタビューの内容
は、「遠隔面接の実施体制」、「実施者側が遠隔面
接実施前の準備段階で行ったこと、大変であった
こと」、「遠隔面接を始める際の準備に要した時
間」、「遠隔面接を実施する際の工夫」、「実施者側
が遠隔面接するうえでの困難・課題」、「対象者側
が遠隔面接を受ける際の工夫」、「対象者側の遠隔
面接を受けるうえでの困難・課題」、「遠隔面接に
必要な時間」、「アプリ・ウェアラブル機器で保健
指導に活用しやすい機能」、「アプリ・ウェアラブ
ル機器で保健指導に活用しにくかった機能」、「ア
プリ・ウェアラブル機器を活用するうえでの課
題・困難」、「実施者側として遠隔面接やウェアラ
ブル機器を活用することのメリット」、「実施者側
から見た対象者にとって遠隔面接やウェアラブル
機器を活用することの対象者のメリット」に整理
され、その実状が明らかとなった。 
  
３．分担研究３ 
「食生活改善指導担当者テキスト」（平成20年

3 月）の改訂を行った。昨年度の調査で得られた
改訂等に関わる意見を整理して担当著者等へ開示
し、これらを考慮した改定・加筆を依頼した。ま
た、改定に当たり研究分担者・研究協力者と執筆



4 
 

担当著者間で意見交換の場を持ち合意を形成した。 
一旦、改訂された改訂原稿は、未定稿として取

り扱い、保健師、管理栄養士等、歯科衛生士、運
動・身体活動に関する専門家など他職種の第三者
によりその内容を確認し、意見集約を行った。そ
のうえで、これらの意見を執筆担当著者へ伝達し、
未定稿に修正・調整のうえ、確定稿として提出を
求めた。 
 
４．分担研究４ 
以下の 10 章から構成される運動指導担当者研

修テキストを作成した。 
第1章 生活習慣病予防と身体活動・運動の疫学 
第2章 健康づくり施策：身体活動・運動分野 
第 3 章 健康づくりのための身体活動基準 2013
とアクティブガイド 

第4章 健康日本21（第二次）における社会環境
の整備 
第5章 体重管理における運動の役割 
第6章 生活習慣病に対する運動効果 
第7章 健康づくり運動の理論 
第8章 有酸素性運動とレジスタンス運動 
第9章 健康づくり運動の実際 
第 10 章 身体活動・運動指導におけるウェアラ
ブルデバイスの活用 

 作成したテキスト案について、意見を聴取した
結果、「特定保健指導で、実際に運動指導に割ける
時間は短い」、「年齢層が幅広く、画一的な指導は
できな」、「働く世代に運動の時間を確保してもら
うことが難しい」、「より具体的で直接的な運動指
導の方法を提示してもらいたい」、「運動の安全性
に関する情報は必要」等の意見が得られた。 
 
Ｄ．考察 
１．脳・心血管疾患危険因子保有者に対する ICT
を活用した効果的な保健指導プログラム 

 3 か月以上の保健指導後に体重や腹囲の改善が
認められたのは、初回面接においてテレビ電話を
活用したプログラム（ＡまたはＡ及びＣ）であっ
た。しかし、プログラム評価の【満足感】は低く、
他に有意に高い評価はなく、体重や腹囲の改善に
はプログラム以外の影響が考えられた。よって、
ICTを活用した3つの保健指導プログラムの中で、
他のプログラムと比較して、体重や腹囲の改善と
いうアウトカムに優位な効果をもたらすプログラ
ムは認められなかったと考える。 
プログラム評価について、ウェアラブル機器を

配付したプログラム（Ｂ及びＣ）は保健指導の有
用感やプログラム評価の【満足感】が高く、また、
スマホアプリやスマートウオッチの活用頻度が週
2 回以上の者は、保健指導の有用感やプログラム
評価の【関連性】が高く、スマートウオッチにつ
いては【注意】や【自信】も高かった。スマホア
プリと連動したスマートウオッチのようなウェア
ラブル機器を配付するプログラムは、保健指導へ
の好奇心を刺激し、セルフモニタリングが強化さ
れ、やりがいや自信を与え、自己管理行動が継続
されることが示唆された。 
今後、研究参加者を増やし、さらに検証してい

くとともに、対面保健指導との比較を行っていく。 
 
２．ICT を活用した保健指導を実践するにあたっ
ての手引きに必要な項目・内容の検証 

 研究結果より、現在の手引き（案）について、
以下の内容を追記することが考えられた。 
①遠隔面接実施者側のデバイスのディスプレイ目
安の追記・強調 

②遠隔面接において、タブレット端末だけでな
く、スマートフォンの活用についても強調 

③資料・教材について、遠隔面接対象者との情報
共有は郵送と電子メールの長所・短所を分けて
具体的に記載 

④具体的なデバイスの表記については、「機器・
通信環境について」で記載するが、遠隔面接実
施者側の注意点としても強調 

⑤「遠隔面接実施者としてのメリット」について
追記 

⑥「ウェアラブル機器を導入する保健指導」を実
施体制の工夫という事例の紹介として追記 

⑦ウェアラブル機器の素材による皮膚トラブル・
職業による特製の考慮について追記 

⑧1つのアプリで複数のウェアラブル機器のデー
タを管理することが可能であり、自由項目の設
定ができることを追記 

⑨1つのアプリで遠隔面接およびセルフモニタリ
ングが完結することが推奨されることを追記 

 今年度は2施設のみを対象としたインタビュ
ーであったため、さらに ICTを活用した保健指
導に取り組んでいる施設等のインタビュー協力を
得て、ICTを活用した保健指導を実践するにあ
たっての手引き（案）を引き続き改善していく必
要がある。 
 
３．特定保健指導従事者を対象とした調査結果を
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加味した「食生活改善指導担当者テキスト」の
改訂 

  特定保健指導を担う可能性のある職種の幅は
広い。それぞれが固有の養成課程により教育を受
けていることから、誤解や疑義が生じないように
配慮するなど、留意して改定・記述しなければな
らない。また、保健指導のためのテキストとして
重要な点と認識されている部分については、何れ
の職種でも共通している部分と、職種の違いによ
ってかなり隔たりがある部分が認められた。今後、
多職種で利用するこの種のテキスト等の作成や
改定に際しては、未定稿の段階で職種横断的な第
三者による確認やチェックを受け、そのうえで最
終的な調整を施し確定稿とすることが望ましい
と考察された。 
 
４．運動指導従事者への研修教材の精錬 
実際の特定保健指導で運動指導に割ける時間は

わずかであることを考慮し、優先順位の高い内容
に絞って、テキストを作成した｡総ページ数は 34
ページであり、その中で、健康日本 21（第二次）
9)で推奨されている内容や、ICTを活用した運動指
導に関する内容を含めるようにした。 
 聴取した意見にもあるように、対象者の年齢層
は幅広く、画一的な指導はできない。一方で、こ
れさえやっておけばよい、という画一的な指導内
容を求める声があることも事実である。今回、作
成したテキストにおいては、具体的で直接的な運
動指導方法に関する情報は記載していない。運動
指導内容を過度に単純化することを避けるためで
ある。したがって、このテキストに記載されてい
る内容だけで十分かと言われると、十分ではない。
しかしながら、特定保健指導に従事する者が知っ
ておくべき内容については、ある程度、網羅でき
ており、さらに詳しい内容については、健康運動
指導士養成講習会テキスト 10)等、その他の情報源
を参照するのが良いと考えている。 
 
Ｅ．結論 
 ICT を活用した 3つの保健指導プログラム（Ａ
初回面接テレビ電話活用、Ｂウェアラブル機器・
スマホ活用によりセルフモニタリング強化、Ｃウ
ェアラブル機器・スマホ・ウェブサイト活用によ
り自己管理行動の継続支援強化）の中で、他のプ
ログラムと比較して、体重や腹囲の改善というア
ウトカムに優位な効果をもたらすプログラムは認
められなかった。プログラム評価の結果から、ス

マホアプリと連動したスマートウオッチのような
ウェアラブル機器を配付するプログラムは、保健
指導への好奇心を刺激し、セルフモニタリングが
強化され、やりがいや自信を与え、自己管理行動
が継続されることが示唆された。今後、研究参加
者を増やし、さらに検証していくとともに、対面
保健指導との比較を行っていく。 
 ICTを活用した保健指導を実践するにあたって
の手引き（案）について、インタビュー調査の結
果から、遠隔面接実施者側のデバイスのディスプ
レイ目安やスマートフォンの活用の強調等、9の
内容を追記する必要がある。今年度は2施設の
みを対象としたインタビューであったため、さら
に施設等の協力を得て、手引き（案）を改善して
いく。 
「食生活改善指導担当者テキスト」（平成20年

3 月）の改訂については、昨年度の調査で得られ
た意見を担当著者等へ開示し、それらを考慮した。
一旦集約した改訂原稿について、保健師、管理栄
養士等、歯科衛生士、運動・身体活動に関する専
門家などの第三者から意見を聴取し、それを踏ま
えて修正・調整のうえ、確定稿とした。今後、多
職種で利用するこの種のテキスト等の作成や改定
に際しては、未定稿の段階で職種横断的な第三者
による確認やチェックを受け、そのうえで最終的
な調整を施し確定稿とすることが望ましいと考え
られる。 
10 章から構成される運動指導担当者研修テキ

ストを作成した。作成したテキスト案について、
前述の「食生活改善指導担当者テキスト」の改訂
原稿の意見聴取対象と同様の対象に意見を聴取し
た。運動指導に割ける時間は短い等の意見を踏ま
えて、優先順位の高い内容に絞り、健康日本21（第
二次）で推奨されている内容や、ICT を活用した
運動指導に関する内容を含めるようにした。 
 特定保健指導に従事する者が知っておくべき内
容はある程度、網羅し、さらに詳しい内容につい
ては、健康運動指導士養成講習会テキスト等、そ
の他の情報源を参照するのがよいと考える。 
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